
は じ め に

Theil測度のような世帯所得の分配の不平等度の要因分解においては，要因

集団間の不平等度の項目があるから，全体の不平等度を規定する主な要因を特

定できる。世帯所得の全体の不平等度を規定する世帯属性として世帯構造，世

帯規模，世帯主年齢および世帯業態が採用され，最近の所得分配を分析した研

究1)によると，要因集団間寄与度は，世帯構造要因と世帯規模要因とで大きく，
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世帯業態要因と世帯主の年齢要因がそれに次いで大きく，またこの４要因のこ

の順序は最近の３０年間変わらないことが明らかにされている。世帯構造要因と

規模要因は共に世帯人数に関連しているから，本稿では世帯要因として新たに

有業人員数が取り上げられ世帯の有業人員数別所得分配に分析が集中される2)。

次に，基本的な貧困測度の頭数比と貧困ギャップ比をその構成部分に含む Sen

測度や修正 Sen測度を中心に，７０年代中期から２０００年代までの数種類の貧困度

の時系列変動が明らかにされる3)。Sen測度はグループ要因ごとに分解できな

いが，パラメータが変化することで頭数比や貧困ギャップ比などを含むいわゆ

る FGT測度はグループ要因ごとに簡単に分解できるから，この測度を用いて

さらに要因分解分析が行われ，世帯構成の変化との関連が検討される。また，

本稿での所得概念は世帯属性の影響や効果を含んだままの世帯の「総所得」や

「可処分所得」であるから，それから計測される特性値自体の値よりもその時

系列的な変動や横断面的な変動の分析に主眼が注がれる。

１．世帯所得の不平等度と頑健的歪度の時系列変動

分布の不平等度と歪度とは関連があると予想されるので，特に両者の変動に

注目する。表１－１は『国民生活基礎調査』（厚生労働省）の集計度数データ

を利用して，不平等度と頑健的歪度などを計測した結果である。相対的不平等

度の代表としてジニ係数と変動係数が選択されているが，他の相対測度（Theil4)，

Atkinson5)，一般化エントロピー6)）の変動と大きな違いはなく7)，７０年代中期

1) 吉岡（2008）。この論文では分解可能な不平等測度として他に平均対数偏差および
分散が採用されている。

2) 所得分布研究において最近では有業人員規模要因に着目する論文がほとんど見当
たらないが，我が国のこの分野の初期の研究では，例えば高山（1976）や吉岡（1978）
などにおいて取り上げられている。

3) 不平等や貧困の測度の変動傾向の統計的検定については，吉岡（1979），田辺・鈴
木（2013）などを参照。

4) Theil (1967).
5) Atkinson (1970).
6) Bourguignon (1979), Cowell (1980), Kuga (1980), Toyoda (1980).
7) 吉岡（2010a，2011，2013）。
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から２０００年代末頃まで約３５年間上昇傾向にある。標準偏差は絶対測度としての

分散の代わりに採用されており，既に明らかにされている物価調整済分散の変

動8)とほとんど同じで，７０年代中期から９０年代中期頃まで上昇傾向にあり，そ

れ以降２０００年代末頃まで低下傾向にある。これらの絶対的不平等度は所得分布

の代表値に直結していて，我が国の最近の約３５年間では平均値や中央値の変動

とほぼ同じである。

古典的な歪度は所得分布のような非対称分布に関して頑健でないから，歪度

の頑健指標として Brys et al．（２００４）が提示した対偏差の中央値（medcouple）

も利用されている。対偏差の中央値とは，ある分布においてその分布の中央値

を挟んでその両側から任意の２点を採ったとき，夫々の点の中央値からの偏差

の差を２点間の距離で除して標準化した値の中央値である。外れ値の影響を受

けやすい古典的歪度と頑健的歪度の時系列変動は同じではなく，我が国の７０年

代と８０年代とで古典的歪度と頑健的歪度とは逆の変動をしている。９０年代中期

頃からほぼ同じ変動をしていて，共に２０００年代まで上昇傾向にある。つまり，

頑健的歪度は７０年代中期から９０年代初期頃まで低下し，それ以降２０００年代まで

8) 吉岡（2010a，2011）。

表１－１ 不平等度と頑健歪度等の時系列変動

所得年 ジニ係数 変動係数 標準偏差 頑健歪度 歪 度

１９７５ ０．３５０３ ０．６５９１ １７１．７ ０．２１０５ １．２２８
１９８０ ０．３３３９ ０．６３５４ ２５１．２ ０．１６６７ １．３８７
１９８５ ０．３６２１ ０．７２４７ ３５６．４ ０．１４２９ ２．１５５
１９９０ ０．３７０３ ０．７２３２ ４３０．４ ０．１４２９ １．７７２
１９９５ ０．３７５０ ０．７１７７ ４７１．１ ０．１６６７ １．５１８
２０００ ０．３９６９ ０．７６７０ ４６８．７ ０．２０００ １．６２３
２００５ ０．３９７６ ０．７７４４ ４３５．６ ０．２０００ １．７２３
２００６ ０．４００４ ０．７８２０ ４４１．８ ０．２０００ １．７５０
２００７ ０．３９５０ ０．７７３５ ４２７．３ ０．２８２１ １．８０１
２００８ ０．４０５６ ０．７９０７ ４３０．６ ０．２８５７ １．７４１
２００９ ０．３９６７ ０．７７６２ ４２４．７ ０．２８２１ １．７８０
２０１０ ０．３９８４ ０．７７６９ ４１５．８ ０．２７２７ １．７５８

（資料）厚生労働省『国民生活基礎調査』各年版により計測。
（注）１．２０１０年に関する結果は岩手県，宮城県及び福島県を除いたものである。
（注）２．頑健歪度とは medcoupleのことである。
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上昇傾向にある。９０年代初期頃から相対的不平等と頑健的歪度が共に上昇しだ

す。

２．世帯所得の不平等度の決定要因

２．１ 不平等度の決定要因

世帯所得の全体の不平等度を規定する世帯属性として世帯構造，世帯規模，

世帯主年齢および世帯業態が採用され，７０年代中期から２０００年代中期の所得分

配を分析した吉岡（２００８）によると，世帯の属性集団間寄与度は世帯構造要因

と世帯規模要因とで大きく，世帯業態要因と世帯主の年齢要因がそれに次いで

大きく，またこの４要因のこの順序は最近の３０年間変わらないことが明らかに

されている。そこで，世帯規模要因と密接に関連している世帯の有業人員数に

よる寄与度の考察も重要であろう。Theil不平等度にたいする要因寄与度につ

いての吉岡（２００８）の結果の一部に２００５年所得についての計測結果を追加した

のが表２－１である。表２－２における不平等度にたいする有業人員規模集団

間の寄与度と表２－１における諸要因の寄与度を比較することによって，１９９０

年代以降，世帯の有業人員数による寄与度が一番大きいことがわかる9)。最近

（２００９年，２０１０年），世帯の有業人員規模別の世帯の総所得の分配が公表され

てないが，表２－２のように有業人員規模別の世帯の可処分所得の分配は検討

することができる。可処分所得によっても有業人員数による寄与度が大きいこ

とが確認できるし，この約３０年間，母集団の不平等度が上昇していることもわ

かる。

より詳細に検討すると，１９８５－９５年間において母集団の不平等度は上昇して

おり，これは有業人員規模集団内の不平等度の所得比による加重平均の寄与度

が低下しているのにたいし，有業人員規模集団間の不平等度が大きく上昇して

いることが一因である。集団内不平等度の加重平均の寄与度の低下は，すべて

9) この分野の我が国における初期の研究だが，高山（1976）において，世帯主年齢，
世帯規模，都市規模及び有業人員規模の4つの要因のなかで，全世帯の所得不平等に
たいする説明力が一番大きいのは有業人員規模要因であることが明らかにされてい
る。
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の規模集団内不平等度の低下によるものである（表２－３）。有業人員規模別

所得の変化率10)を検討すると，規模集団間の不平等度の上昇の原因がわかる。

どの規模集団も世帯の平均所得が増大しているが，平均所得が一番高い「有業

人員３人以上世帯」のその上昇率が一番高く，平均所得が比較的低い「有業人

員１人世帯」のその上昇率が一番低いことが一因である。１９９５－０５年間におい

ても母集団の不平等度は上昇しており，これも有業人員規模集団内の不平等度

の所得比による加重平均の寄与度が低下しているのにたいし，有業人員規模集

10) 表2‐4を作成するために推定された平均所得を用いると計算できる。

表２－１ 不平等度に対する要因寄与度 単位：％

所得年
世帯構造
集団間

世帯規模
集団間

世帯業態
集団間

年齢集団間 全体（Theil）

１９８５ ２０．５６ １９．６４ １１．１６ ７．６２ ０．２２２０
１９９５ ２６．９１ ２５．６８ １３．６９ １１．８２ ０．２３１８
２００５ ２８．９６ ２７．４５ １６．２０ １１．３１ ０．２６０８

（資料）１９８５年及び１９９５年についての数字は吉岡（２００８）から抽出，２００５年についての
数字は厚労省『国民生活基礎調査』２００６年版により計測。

表２－２ 不平等度に対する有業人員規模要因の
寄与度等 単位：％

総世帯所得 集団間
集団内
加重平均

全体（Theil）

１９８５ １９．５６ ８０．４４ ０．２２３２
１９９５ ２８．１９ ７１．８１ ０．２４０５
２００５ ２９．２５ ７０．７５ ０．２６１９
２００９ － － －
２０１０ － － －

可処分所得 集団間
集団内
加重平均

全体（Theil）

１９８５ ２２．００ ７８．００ ０．２０４７
１９９５ ２５．４８ ７４．５２ ０．２２３８
２００５ ２８．３６ ７１．６４ ０．２５６８
２００９ ２６．７３ ７３．２７ ０．２５６９
２０１０ ２７．４３ ７２．５７ ０．２５５２

（資料）表１－１に同じ。
（注）１．表１－１に同じ。
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団間の不平等度が上昇していることが一因である。さらに，有業人員１人世帯

および２人世帯集団内不平等度が上昇し，しかもこの両集団の夫々の所得比が

（下がってはいるが）他の集団に比べて圧倒的に高いからである（表２－３，

表２－４）。つまり，母集団全体の不平等度の上昇は有業人員規模集団間の不

平等度の若干の上昇と有業人員１人世帯および２人世帯集団内不平等度の上昇

によるものである。有業人員数が少なくなるにつれて集団内の不平等度は上昇

し，無業者世帯の不平等度が一番高いが，この集団の所得比は他の集団に比べ

てかなり低い（表２－４）。有業人員規模集団間の不平等度の若干の上昇は，

すべての有業人員数集団別の平均所得が減少しており，所得が比較的低い「有

業人員１人世帯」のその減少率が一番高いことが一因である。有業人員規模集

団間の不平等度の若干の上昇にたいし，有業人員規模集団のなかにはその不平

等度が上昇している規模集団があるから，近年では有業人員規模要因以外の要

因も不平等度の規定において重要になっている。２０００年代半ばから５年くらい

の短期の諸々の不平等度の変動はおおきくなく，この時期の総所得の全不平等

度の変動を明らかにした他の研究によると11)，開端階級としての最高所得階級

の平均値の処理の仕方によって，この変動に関し（２００８年頃まで）上昇傾向が

11) 吉岡（2013）。

表２－３ 有業人員規模別 Theil測度

総世帯所得 ０人 １人 ２人 ３人以上

１９８５ ０．２８３６ ０．１８６９ ０．１６９７ ０．１６２０
１９９５ ０．２３６９ ０．１８３０ ０．１５７８ ０．１５６８
２００５ ０．２２９２ ０．２０３９ ０．１７９０ ０．１４７７

（資料）表１－１に同じ。

表２－４ 有業人員規模別所得比 単位：％

総世帯所得 ０人 １人 ２人 ３人以上

１９８５ ４．２０ ３８．７４ ３５．６０ ２１．４６
１９９５ ７．８６ ３５．１８ ３４．２５ ２２．７１
２００５ ９．８９ ３３．７０ ３３．９４ ２２．４７

（資料）表１－１に同じ。
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ある場合と高止まりの状態の場合と若干結果が異なる。

２．２ 有業人員規模別所得分配の特徴

有業人員規模別所得分配の平均値さえ公表されない年があるので，２５階級所

得分布から有業人員規模別不平等度，歪度，尖度等を計測した結果が表２－５

である。有業人員数が減少するにつれて，Theil測度の場合と同様に相対的不

平等度（ジニ係数および変動係数）は上昇する。絶対的不平等度としての標準

偏差は，有業人員数が増加するにつれて上昇する。１９９５－０５年間における全世

帯のジニ係数および変動係数の上昇は有業人員１人世帯および２人世帯集団内

不平等度（ジニ係数および変動係数）の上昇によるものである。また，全世帯

の標準偏差の低下は有業人員２人世帯を除く他のすべての世帯集団内標準偏差

の低下によるものである。９０年代中期から２０００年代中期における全世帯の古典

的歪度と頑健的歪度の上昇は，有業人員０人世帯を除く他のすべての世帯集団

内古典的歪度および頑健的歪度の上昇による12)。この時期に限るかもしれない

が，相対不平等度の上昇と古典的歪度および頑健的歪度の上昇は連関している。

尖度はこの時期に有業人員数が減少するにつれて横断面的に上昇しており，こ

の時期の相対不平等度の上昇と尖度の上昇も連関している。所得の平均値も中

12) この時期には古典的歪度は有業人員数が減少するにつれて上昇している。

表２－５ 有業人員規模別不平等度と歪度と尖度等

１９９５年 ジニ係数 変動係数 標準偏差 頑健歪度 歪 度 尖 度

０人 ０．３７２２ ０．７５５６ ２０７．９ ０．２００ ２．５５５ １４．０１８
１人 ０．３２８６ ０．６３３８ ３７１．４ ０．１３５ １．６７８ ５．１５１
２人 ０．３０８９ ０．５８３２ ４５３．６ ０．０９７ １．３２９ ２．５３２

３人以上 ０．３１０３ ０．５６９７ ５８９．４ ０．１７２ ０．９２９ ０．４５９

２００５年 ジニ係数 変動係数 標準偏差 頑健歪度 歪 度 尖 度

０人 ０．３６９８ ０．７２６９ １８３．５ ０．１４３ ２．０６７ ８．８９６
１人 ０．３５０１ ０．６７３６ ３４２．２ ０．２００ １．７２０ ５．４６４
２人 ０．３２７５ ０．６３６９ ４５６．７ ０．１７２ １．６３８ ３．５４８

３人以上 ０．３０２１ ０．５６１４ ５１７．３ ０．２００ １．１２３ １．２７７

（資料）表１－１に同じ。
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央値も有業人員数が増加するにつれて大きくなる（表２－６）。１９９５－０５年間

においてどの世帯集団の所得平均値も低下しており，これは，他の文献13)で指

摘されているような我が国の９０年代中期以降の絶対不平等度の低下に連関して

いる。

３．貧困度の時系列変動

数種類の貧困測度の時系列変動を示す表３－１によると，貧困のWatts

（１９６８）測度，貧困ギャップ比および FGT測度14)は１９８０年代から２０００年頃ま

で上昇傾向にあり，それ以降２０００年代末頃まで低下していて，最近のボトムは

２００７年頃である。１９７０年代中期から２０００年代において，一般的によく採用され

る頭数比（貧困率）の時系列変動と貧困率と貧困ギャップ比をその構成部分に

含む Sen（１９７６）測度の時系列変動とはほぼ同様だが，貧困率が２０００年に一時

的に低下した点が異なる。つまり，両測度は１９８０年代から２０００５年頃まで上昇

傾向にあり，それ以降２０００年代末頃まで低下していて，最近のボトムは２００７年

頃である。修正 Sen測度15)の時系列変動は上記の他の貧困測度の変動とほぼ同

13) 絶対的不平等測度として Kolm（1976）測度及び分散が採用された吉岡（2007，2008，
2010）を参照。

14) Foster et al. (1984). 本稿ではパラメータに2.0が用いられている。
15) Shorrocks (1995).

表２－６ 有業人員規模別平均値と中央値
単位：万円

１９９５年 平均値 中央値

０人 ２７５．０ ２２５
１人 ５８６．０ ５２５
２人 ７７７．７ ７２５

３人以上 １０３４．０ ９２５

２００５年 平均値 中央値

０人 ２５２．４ ２２５
１人 ５０７．９ ４２５
２人 ７１６．８ ６２５

３人以上 ９２０．９ ８２５

（資料）表１－１に同じ。
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様であり，１９８０年代から２０００年頃まで上昇傾向にあり，それ以降２０００年代末頃

まで低下していて，最近のボトムは２００７年頃である。したがって我が国の貧困

度の最近の時系列変動に関して，２０００年頃まで上昇傾向にあるWatts測度，貧

困ギャップ比，FGT測度および修正 Sen測度と２０００５年頃まで上昇傾向にある

Sen測度および貧困率とに実証的に二分される16)。これらの貧困測度のなかで，

貧困線の選び方で変動が激しく，唯一２０００年に一時的に低下している貧困率は

その意味で特異な貧困測度なので他の測度と併用する必要があろう。

４．貧困度の要因分解

Sen測度は集団要因ごとに分解できないが，FGT測度および貧困率の要因に

よる分解式には集団間の項はなく要因ごとに簡単に分解できる。そこでこの２

つの貧困測度を用いて，有業人員要因を含め貧困の主な要因ごとに集団別の寄

16) 2000年代初期頃までの貧困率の上昇を明らかにした先行研究に阿部（2006），橘
木・浦川（2006），吉岡（2006）などがある。

表３－１ 貧困測度の時系列変動
貧困線＝推定中央値／２

所得年 SST Sen 貧困率
貧困

ギャップ比
Watts FGT（２．０）

１９７５ ０．１１７０ ０．０７９２ ０．１４５５ ０．０６１７ ０．０９６０ ０．０３３３
１９８０ ０．１０４９ ０．０７２２ ０．１４３８ ０．０５５２ ０．０８２２ ０．０２７６
１９８５ ０．１３５７ ０．０９２９ ０．１７７１ ０．０７２５ ０．１１０４ ０．０３７７
１９９０ ０．１５４３ ０．１０８０ ０．１９７６ ０．０８２９ ０．１３０１ ０．０４５１
１９９５ ０．１６０９ ０．１１８７ ０．２２３８ ０．０８６５ ０．１３７４ ０．０４８０
２０００ ０．１７８３ ０．１２５９ ０．２１９１ ０．０９６５ ０．１５８４ ０．０５５２
２００５ ０．１７２０ ０．１２８４ ０．２４９９ ０．０９３２ ０．１４６３ ０．０５０７
２００６ ０．１７０７ ０．１２８５ ０．２４６６ ０．０９２３ ０．１４７９ ０．０５１６
２００７ ０．１４４９ ０．０９８９ ０．１８４３ ０．０７７７ ０．１１８２ ０．０４１０
２００８ ０．１５８５ ０．１０９０ ０．１９３８ ０．０８５２ ０．１３５４ ０．０４７２
２００９ ０．１４５１ ０．０９９５ ０．１８５３ ０．０７７８ ０．１１９０ ０．０４１２
２０１０ ０．１５４８ ０．１０６５ ０．１９５６ ０．０８３３ ０．１２８５ ０．０４４７

（資料）表１－１に同じ。
（注）１．表１－１に同じ。
（注）２．SST：修正 Sen測度
（注）３．FGT（２．０）：パラメータ２．０の FGT測度
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与度を検討し，近年におけるその時系列変動が明らかにされる17)。本稿で採用

された『国民生活基礎調査』（厚生労働省）における「その他の世帯」に属す

世帯の内容は，世帯構成の分類ごとに異なることに注意を要する。

４．１ 世帯類型

FGT測度及び貧困率の世帯類型要因による分解結果を示す表４－１のように，

ここで採用された調査で公表されている世帯類型は３分類であり，高齢者世帯

と母子世帯の貧困度が「その他の世帯」に比べ圧倒的に高い。しかし，１９９５年

における全世帯の貧困率にたいする母子世帯の寄与度は３．８％で，高齢者世帯

の４０％や「その他の世帯」の５６％に比べ低いが，寄与度の加重に使われる世帯

比が「その他の世帯」の８３％に比べ，母子世帯で１．３％と低いからである。ま

た，FGT測度を採用してもほぼ同様の結果である。１９９５年における全世帯の

FGT測度にたいする寄与度は，母子世帯で３．５％，高齢者世帯で５０％，「その他

の世帯」で４７％であり，ここでも加重用の世帯比がおおきく影響している。

１９９５－０５年間において母集団の FGT測度および貧困率は上昇しており，高

齢者世帯の貧困度の低下，母子世帯の貧困度の上昇，「その他の世帯」の貧困

度の上昇のなか，これは母子世帯の貧困度の上昇が主たる原因である。「その

他の世帯」の世帯比がおおきく低下したのにたいし母子世帯の世帯比が若干上

昇していることも一因である。寄与度のほうは，共に世帯比が上昇している高

齢者世帯と母子世帯において貧困率の場合，夫 ４々４％と４．０％とへ上昇してい

る。２００５－１０年間においては母集団の FGT測度および貧困率は低下している。

これは３つの世帯集団すべてにおいて FGT測度および貧困率が低下している

からであり，とりわけ母子世帯の貧困度のおおきな低下と世帯比がおおきく上

昇した高齢者世帯の貧困度の低下との影響はおおきい。『労働力調査報告』（総

務省）によると，完全失業率が９０年代初期から２０００年代中期頃まで上昇傾向を

示し，それから２０００年代末に向かって低下しているから，２０００年代後期に母子

17) 以下，表4‐1から表4‐6において要因集団ごとの全世帯についての計測値が必ずし
も一致しないのは省略される場合がある「その他の世帯」や「不詳世帯」に関する
データが要因ごとに異なるからである。
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世帯の失業率の緩和が一時的にあったようである。また『人口動態統計』（厚

生労働省）によると，１９８０年代までは低率であった我が国の離婚率は１９９１年以

降急上昇したが，２００３年以降は緩やかな低下傾向となっている。母子世帯の貧

困度の変動は，このような離婚率の変動にも対応している。貧困率の寄与度が

上昇したのは高齢者世帯だけで，４４％から４８％へ上昇しており，「その他の世

帯」の世帯比が７８％から７５％へ低下したのにたいし高齢者の世帯比が２１％から

２３％へ上昇したからである。しかし，２０００年代を通じて高齢者世帯と母子世帯

表４－１ FGT測度及び貧困率の世帯類型要因による分解
貧困線＝推定中央値／２

１９９５

世帯類型 高齢者世帯 母子世帯 その他の世帯 全世帯

FGT（２） ０．１５６５ ０．１３２８ ０．０２６８ ０．０４８０
寄与度 ０．４９８９ ０．０３５３ ０．４６５７ １．０
世帯比 ０．１５３１ ０．０１２８ ０．８３４１ １．０

世帯類型 高齢者世帯 母子世帯 その他の世帯 全世帯

貧困率 ０．５９１０ ０．６７２７ ０．１４９５ ０．２２３８
寄与度 ０．４０４３ ０．０３８４ ０．５５７３ １．０

２００５

世帯類型 高齢者世帯 母子世帯 その他の世帯 全世帯

FGT（２） ０．１２４０ ０．１３９３ ０．０２９５ ０．０５０７
寄与度 ０．５１０５ ０．０３７９ ０．４５１５ １．０
世帯比 ０．２０８８ ０．０１３８ ０．７７７４ １．０

世帯類型 高齢者世帯 母子世帯 その他の世帯 全世帯

貧困率 ０．５２２３ ０．７２０９ ０．１６８４ ０．２４９９
寄与度 ０．４３６４ ０．０３９８ ０．５２３８ １．０

２０１０

世帯類型 高齢者世帯 母子世帯 その他の世帯 全世帯

FGT（２） ０．０９３３ ０．０６４０ ０．０２９３ ０．０４４７
寄与度 ０．４８１７ ０．０２５２ ０．４９３０ １．０
世帯比 ０．２３０９ ０．０１７６ ０．７５１５ １．０

世帯類型 高齢者世帯 母子世帯 その他の世帯 全世帯

貧困率 ０．４０５０ ０．３９６８ ０．１２６６ ０．１９５６
寄与度 ０．４７７９ ０．０３５７ ０．４８６４ １．０

（資料）表１－１に同じ。
（注）１．表１－１に同じ
（注）２．FGT（２）：パラメータ２．０の FGT測度
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の貧困度が「その他の世帯」に比べ非常に高いことは変わりないし，２０００年代

半ばにこの両世帯集団の世帯比が上昇するという形の世帯構成の変化が起こっ

ている。

４．２ 世帯主年齢

世帯主年齢が３０歳代から上昇するにつれ貧困度（FGT，貧困率）が上昇する

が，２９歳以下の若年者世帯の貧困度は６０歳代の貧困度より高く，さらに２０００年

代半ばから７０歳代の貧困度より高くなっている（表４－２）。これは，「他の年

齢集団の年齢区間幅より広い「２９歳以下」年齢集団を除くと，１９７０年代中期以

降の３０年間，年齢が上昇するにつれて，Theil測度による年齢要因集団内不平

等度が上昇する」（吉岡２００８，p．８７）不平等の横断面的傾向によく似ている。

ただし違いは，９０年代まで５０歳代の不平等度より低かった２９歳以下の世帯の不

平等度が２０００年代に入って，５０歳代の不平等度に近づいた点である。若年者世

代や高齢者世代は単身者だった（表４－３）り，有業者がゼロないし１人であ

る（表４－４）可能性が高い。若年世代のなかにはその経済生活が高齢世代よ

りも厳しい集団がありえよう。１９９５－０５年間において母集団の FGT測度およ

び貧困率は上昇しており，これは主として２９歳以下，および５０歳代の世帯の貧

困度の上昇による。貧困率の場合，これに３０歳代および６０歳代の世帯が加わる。

２００５－１０年間においては母集団の FGT測度および貧困率は低下している。こ

れは３０歳代の世帯を除くすべての年齢世帯集団の貧困度の低下による。このよ

うな年齢別の変動は年齢要因以外の要因の変動に関連していると思われ，上で

述べた完全失業率の変動に対応している。

１９９５年における全世帯の貧困度にたいする寄与度が高いのは，FGT測度に

よっても貧困率によっても，６０歳代，７０歳代および２９歳以下の世帯であり，特

に５０歳代および６０歳代の世帯比は高くその影響はおおきい。２００５年における全

世帯の貧困度にたいする寄与度が高いのは，FGT測度によると６０歳代，７０歳

代，８０歳以上および２９歳以下の世帯であり，貧困率によると５０歳代，６０歳代，

７０歳代および８０歳以上の世帯である。ここでも特に５０歳代および６０歳代の世帯

比は高い。２０１０年頃になると，寄与度についての FGT測度と貧困率の結果は

－２６２－ 貧困及び不平等測度の要因分解と世帯構成の変化
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度

０
．１
４８
９

０
．０
６２
８

０
．１
１０
０

０
．１
３５
４

０
．２
４２
９

０
．２
１５
４

０
．０
８４
６

１
．０

２０
０５

年
齢

２９
歳
以
下

３０
～
３９
歳

４０
～
４９
歳

５０
～
５９
歳

６０
～
６９
歳

７０
～
７９
歳

８０
歳
以
上

全
世
帯

FG
T（
２
）

０
．１
１７
１

０
．０
１１
９

０
．０
１９
３

０
．０
２８
４

０
．０
５０
９

０
．０
７４
６

０
．１
３６
７

０
．０
５０
７

寄
与
度

０
．１
３２
３

０
．０
２９
１

０
．０
５５
１

０
．１
２３
３

０
．２
０５
２

０
．２
６１
５

０
．１
９３
５

１
．０

世
帯
比

０
．０
５７
３

０
．１
２３
８

０
．１
４４
７

０
．２
１９
９

０
．２
０４
６

０
．１
７７
８

０
．０
７１
８

１
．０

年
齢

２９
歳
以
下

３０
～
３９
歳

４０
～
４９
歳

５０
～
５９
歳

６０
～
６９
歳

７０
～
７９
歳

８０
歳
以
上

全
世
帯

貧
困
率

０
．４
７０
６

０
．１
０６
４

０
．１
０５
４

０
．１
６８
０

０
．２
７７
９

０
．３
５４
１

０
．５
２３
５

０
．２
４９
８

寄
与
度

０
．１
０８
０

０
．０
５２
７

０
．０
６１
１

０
．１
４７
９

０
．２
２７
７

０
．２
５２
１

０
．１
５０
５

１
．０

２０
１０

年
齢

２９
歳
以
下

３０
～
３９
歳

４０
～
４９
歳

５０
～
５９
歳

６０
～
６９
歳

７０
～
７９
歳

８０
歳
以
上

全
世
帯

FG
T（
２
）

０
．１
０１
４

０
．０
２３
９

０
．０
１８
０

０
．０
２８
２

０
．０
３９
５

０
．０
６４
２

０
．０
９０
４

０
．０
４４
７

寄
与
度

０
．１
０３
６

０
．０
６０
１

０
．０
６０
６

０
．１
１２
１

０
．２
０７
７

０
．２
６５
０

０
．１
９０
８

１
．０

世
帯
比

０
．０
４５
７

０
．１
１２
５

０
．１
５０
２

０
．１
７７
５

０
．２
３５
１

０
．１
８４
６

０
．０
９４
３

１
．０

年
齢

２９
歳
以
下

３０
～
３９
歳

４０
～
４９
歳

５０
～
５９
歳

６０
～
６９
歳

７０
～
７９
歳

８０
歳
以
上

全
世
帯

貧
困
率

０
．３
７３
１

０
．１
０８
１

０
．０
９１
２

０
．１
２１
３

０
．１
８０
７

０
．２
８３
９

０
．３
８５
２

０
．１
９５
７

寄
与
度

０
．０
８７
１

０
．０
６２
１

０
．０
７０
０

０
．１
１０
０

０
．２
１７
１

０
．２
６７
９

０
．１
８５
７

１
．０

（
資
料
）
表
１
－
１
に
同
じ
。

（
注
）
１
．
表
１
－
１
に
同
じ
。

（
注
）
２
．

FG
T（
２
）：
パ
ラ
メ
ー
タ
２
．０
の

FG
T
測
度
。
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表
４
－
３

F
G

T
測
度
及
び
貧
困
率
の
世
帯
規
模
要
因
に
よ
る
分
解

貧
困
線
＝
推
定
中
央
値
／２

１９
９５

世
帯
規
模

１
人

２
人

３
人

４
人

５
人

６
人
以
上

全
世
帯

FG
T（
２
）

０
．１
７３
７

０
．０
４８
１

０
．０
１６
９

０
．０
０６
６

０
．０
０６
１

０
．０
０４
８

０
．０
４８
０

寄
与
度

０
．６
２５
６

０
．２
５６
８

０
．０
６９
５

０
．０
３０
８

０
．０
１０
９

０
．０
０６
４

１
．０

世
帯
比

０
．１
７２
９

０
．２
５６
３

０
．１
９８
０

０
．２
２３
５

０
．０
８５
５

０
．０
６３
８

１
．０

世
帯
規
模

１
人

２
人

３
人

４
人

５
人

６
人
以
上

全
世
帯

貧
困
率

０
．６
３８
０

０
．２
７１
９

０
．１
３２
０

０
．０
４９
９

０
．０
５３
０

０
．０
３１
０

０
．２
２３
８

寄
与
度

０
．４
９３
０

０
．３
１１
４

０
．１
１６
８

０
．０
４９
８

０
．０
２０
２

０
．０
０８
８

１
．０

２０
０５

世
帯
規
模

１
人

２
人

３
人

４
人

５
人

６
人
以
上

全
世
帯

FG
T（
２
）

０
．１
６３
３

０
．０
３７
２

０
．０
１５
０

０
．０
０５
０

０
．０
００
１

０
．０
００
０

０
．０
５０
７

寄
与
度

０
．７
００
０

０
．２
２７
８

０
．０
５５
８

０
．０
１６
３

０
．０
００
１

０
．０
００
０

１
．０

世
帯
比

０
．２
１７
４

０
．３
１０
７

０
．１
８８
１

０
．１
６４
０

０
．０
６６
３

０
．０
５３
５

１
．０

世
帯
規
模

１
人

２
人

３
人

４
人

５
人

６
人
以
上

全
世
帯

貧
困
率

０
．６
２１
１

０
．２
６３
０

０
．１
１７
０

０
．０
５２
９

０
．０
２６
６

０
．０
１２
０

０
．２
４９
９

寄
与
度

０
．５
４０
５

０
．３
２７
１

０
．０
８８
０

０
．０
３４
７

０
．０
０７
１

０
．０
０２
６

１
．０

２０
１０

世
帯
規
模

１
人

２
人

３
人

４
人

５
人

６
人
以
上

全
世
帯

FG
T（
２
）

０
．１
４５
８

０
．０
３１
０

０
．０
１２
８

０
．０
０６
２

０
．０
０４
６

０
．０
０３
３

０
．０
４４
７

寄
与
度

０
．６
８６
３

０
．２
２３
９

０
．０
５８
２

０
．０
２２
１

０
．０
０６
３

０
．０
０３
１

１
．０

世
帯
比

０
．２
１０
３

０
．３
２２
４

０
．２
０３
３

０
．１
６０
０

０
．０
６１
６

０
．０
４２
３

１
．０

世
帯
規
模

１
人

２
人

３
人

４
人

５
人

６
人
以
上

全
世
帯

貧
困
率

０
．５
５８
１

０
．１
６３
０

０
．０
７９
７

０
．０
３９
３

０
．０
３８
５

０
．０
１９
８

０
．１
９５
６

寄
与
度

０
．６
００
０

０
．２
６８
６

０
．０
８２
９

０
．０
３２
１

０
．０
１２
１

０
．０
０４
３

１
．０

（
資
料
）
表
１
－
１
に
同
じ
。

（
注
）
１
．
表
１
－
１
に
同
じ
。

（
注
）
２
．

FG
T（
２
）：
パ
ラ
メ
ー
タ
２
．０
の

FG
T
測
度
。
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再び同じで，寄与度が高いのは，５０歳代，６０歳代，７０歳代および８０歳以上の世

帯である。そして，特に５０歳代，６０歳代および７０歳代の世帯比が高くなってい

てその影響はおおきい。社会の高齢化と高齢者世帯の相対的な貧困化が進行し

ているのである。このように，貧困にたいする寄与度が高いのは，２９歳以下の

若年者世帯と高齢者世帯とである。

１９９５－０５年間における貧困にたいする寄与度は，FGT測度によっても貧困

率によっても，世帯比が上昇している７０歳代および８０歳以上の世帯で上昇して

いる。２００５－１０年間において貧困にたいする寄与度は，貧困率によると，３０歳

代および４０歳代と７０歳代および８０歳以上の世帯で上昇していて，特に３０歳代の

貧困度の上昇の影響はおおきい。

４．３ 世帯規模

１９９０年代中期から２０００年代後期において，世帯規模別の貧困度は，FGT測

表４－４ FGT測度及び貧困率の有業人員規模要因による分解
貧困線＝推定中央値／２

１９９５

有業人員 ０人 １人 ２人 ３人以上 全世帯

FGT（２） ０．１４５９ ０．０３６５ ０．０１２９ ０．００９３ ０．０４６１
寄与度 ０．５８４６ ０．３０７２ ０．０７９５ ０．０２８７ １．０
世帯比 ０．１８４８ ０．３８８３ ０．２８４８ ０．１４２０ １．０

有業人員 ０人 １人 ２人 ３人以上 全世帯

貧困率 ０．５４８４ ０．１５６６ ０．０７５６ ０．０３７９ ０．１８９１
寄与度 ０．５３６１ ０．３２１６ ０．１１３８ ０．０２８５ １．０

２００５

有業人員 ０人 １人 ２人 ３人以上 全世帯

FGT（２） ０．１４４３ ０．０４０４ ０．０１１５ ０．００２７ ０．０５０５
寄与度 ０．６３２３ ０．２９９７ ０．０６０７ ０．００７３ １．０
世帯比 ０．２２１１ ０．３７４２ ０．２６７１ ０．１３７６ １．０

有業人員 ０人 １人 ２人 ３人以上 全世帯

貧困率 ０．５８１４ ０．２３５６ ０．０９８９ ０．０４２４ ０．２４８９
寄与度 ０．５１６３ ０．３５４２ ０．１０６１ ０．０２３４ １．０

（資料）表１－１に同じ。
（注）１．FGT（２）：パラメータ２．０の FGT測度。
（注）２．２０１０年についての有業人員データは公表されてない。

貧困及び不平等測度の要因分解と世帯構成の変化 －２６５－



度によっても貧困率によってもほぼ同じ結果で，世帯規模６人以上の世帯から

世帯人数が減少するにつれて貧困度が上昇し，単身世帯では非常に高い貧困度

になる（表４－３）18)。単身世帯は，低所得の高齢者世帯，若年者世帯，無職

者世帯，有業者１人世帯などの可能性が高い。１９９５－０５年間において母集団の

FGT測度および貧困率は上昇していて，これは，ほとんどの世帯規模集団で

貧困度が低下しているが，貧困度が非常に高い単身世帯と２人世帯の夫々の世

帯比が上昇していることによる。２００５－１０年間における母集団の FGT測度お

よび貧困率の低下は，貧困度が非常に高い単身世帯，２人世帯および３人世帯

の夫々の貧困度の低下と単身世帯の世帯比の上昇とによる。

１９９５年における全世帯の貧困度にたいする寄与度が高いのは，FGT測度に

よっても貧困率によっても，単身世帯と２人世帯である。貧困率の場合の寄与

度は単身世帯で４９％，２人世帯で３１％となっていて，これは，共に貧困度が高

く世帯比も高いからである。２００５年における全世帯の貧困度にたいする寄与度

が高いのは，FGTによっても貧困率によっても，単身世帯と２人世帯であり，

貧困率の場合の寄与度は単身世帯で５４％，２人世帯で３３％となっている。これ

は，両世帯集団の夫々の貧困度が高く世帯比も高いからである。特にこの時期

の単身世帯の世帯比の上昇はおおきい。２０１０年における全世帯の貧困度にたい

する寄与度が高いのは，FGT測度によっても貧困率によっても，単身世帯と２

人世帯である。貧困率の場合の寄与度は単身世帯で６０％，２人世帯で２７％と

なっていて，ここでも両世帯集団の夫々の貧困度が高く世帯比も高いからであ

る。『国民生活基礎調査』（厚生労働省）では，１９９０年代中期以降２人世帯の世

帯比が一番高く，その次に単身世帯の世帯比が高くなる。１９９５－０５年間におけ

る貧困にたいする寄与度の変動は，FGT測度によっても貧困率によってもほぼ

同じで，貧困率に関する場合，世帯比が上昇している単身世帯と２人世帯で上

昇している。２００５－１０年間における貧困にたいする寄与度の変動は，FGT測度

の場合と貧困率の場合とで異なる19)。同じ結果なのは２人世帯に関する寄与度

の低下で，これは２人世帯の貧困度の相対的におおきな低下によるものである。

18) 1990年代中期以降については，世帯人数が減少するにつれて相対的不平等度が上
昇するといえる（吉岡 2008，p.92）。
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４．４ 有業人員規模

表４－４は貧困度を有業人員規模集団別に分解した結果である。１９９０年代中

期から２０００年代中期において，有業人員規模別の貧困度の横断面的傾向は，

FGT測度によっても貧困率によってもほぼ同じ結果で，有業人員数３人以上

の世帯集団から世帯の有業人員数が減少するにつれて貧困度が上昇し，無業者

世帯では非常に高い貧困度になる20)。１９９５－０５年間において母集団の FGT測

度および貧困率は上昇していて，貧困率の場合，すべての有業人員規模別集団

での貧困率の上昇と無業者世帯比のおおきな上昇とによる。FGT測度の場合

は，世帯比が一番高い有業人員数１人の世帯の FGT測度（二番目に高い）の

上昇が一因である。

１９９５年および２００５年において，全世帯の貧困度にたいする寄与度が高いのは，

FGT測度によっても貧困率によっても，無業者世帯と有業人員数１人の世帯

である。例えば貧困率によると，１９９５年の場合の寄与度は無業者世帯で５４％，

有業人員数１人世帯で３２％となっている。また，２００５年の貧困率の寄与度は無

業者世帯で５２％，有業人員数１人世帯で３５％である。有業人員数１人世帯の世

帯比が一番高く，貧困度は二番目に高いのにたいし，無業者世帯の世帯比は三

番目に高いが，貧困度は一番高いからである。非常に高い貧困度の無業者世帯

の貧困率の上昇と FGT測度による寄与度の上昇が観察されるなか，近年無業

者世帯の世帯比がおおきく上昇しているから，無業者世帯に注目する必要があ

ろう。無業者世帯とは『国民生活基礎調査』（厚生労働省）２００９年版によると，

「所得を伴う仕事をしている者のいない世帯」であり，無業者世帯の６７％が高

齢者世帯であり，５０％強が単身世帯である。そして無業者世帯に占める２９歳以

下の若年者世帯の割合は４．８％もある。

19) 単身世帯の貧困率に関する寄与度の上昇は，貧困率に低下があったが2人世帯に比
べ低下率が低く，世帯比の低下が相対的に小さかったことによる。単身世帯の FGT
に関する寄与度の低下は，FGTに低下があり，4人以上の世帯集団の夫々の FGTが
上昇し，それらの規模別集団の寄与度に上昇がみられたことによる。

20) これは，第2節で明らかにされた有業人員数の不平等に関する横断面的な傾向と同
じである。
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４．５ 世帯構造

貧困度を世帯構造別に分解した結果の表４－５によると，FGT測度によって

も貧困率によってもほぼ同じ結果で，貧困度が高い世帯集団から単独世帯（単

身世帯），「一人親と未婚子のみ世帯」，「夫婦のみ世帯」となる。世帯構造別の

相対的不平等（Theil測度）の場合，１９９０年代以降，不平等度が高い世帯集団

から，単独世帯，「一人親と未婚子のみ世帯」，「夫婦のみ世帯」となっていて21)，

不平等度と貧困度とで類似した横断面的傾向を示すといえる。

１９９５－０５年間において母集団の FGT測度および貧困率は上昇していて，こ

れは，ほとんどの世帯構造集団で貧困度が低下しているが，貧困度が非常に高

い単独世帯と「一人親と未婚子のみ世帯」の夫々の世帯比が上昇していること

による。特に貧困率の場合，これに加えて「一人親と未婚子のみ世帯」自体の

貧困度の上昇による。「一人親と未婚子のみ世帯」のほとんどが母子世帯であ

り，このことは上（４．１世帯類型）で明らかにされた母子世帯の貧困度の上昇

に対応している。２００５－１０年間における母集団の FGT測度および貧困率の低

下は，ほとんどの世帯構造集団での貧困度の低下による。特に貧困率に低下が

みられた「一人親と未婚子のみ世帯」の世帯比の上昇に注意が必要である。

１９９５年から２０１０年において全世帯の貧困度にたいする寄与度が高いのは，

FGT測度によっても貧困率によっても，単独世帯と「夫婦のみ世帯」である。

１９９５年の貧困率の場合の寄与度は単独世帯で５２％，「夫婦のみ世帯」で２４％と

なっていて，これは，共に貧困度が高く世帯比も比較的高いからである。この

ことは上（４．３世帯規模）で明らかにされた単身世帯と２人世帯に関する結果

に対応している。世帯比は５．９％と低いが貧困度が高い「一人親と未婚子のみ

世帯」の寄与度は９．３％（貧困率の場合）である。また２０１０年の貧困率の場合

の寄与度は単独世帯で６３％，「夫婦のみ世帯」で１７％となっていて，世帯比が

８％に上昇した「一人親と未婚子のみ世帯」の寄与度は１０％になっている。一

番貧困度が高い単独世帯の寄与度の上昇（特に２０００年代半ばの世帯比の上昇），

二番目に貧困度が高い「一人親と未婚子のみ世帯」の世帯比の上昇，二番目に

21) 吉岡（2008）。
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寄与度が高い２人世帯としての「夫婦のみ世帯」の世帯比の上昇などに高齢化

社会の進展とそれに伴う世帯構造の変化が窺える。

表４－５ FGT測度及び貧困率の世帯構造要因による分解
貧困線＝推定中央値／２

１９９５

世帯構造 単 独 夫婦のみ
夫婦と

未婚子のみ
一人親と
未婚子のみ

三世代 全世帯

FGT（２） ０．１７３７ ０．０３９３ ０．００７１ ０．０７９７ ０．００６７ ０．０４８９
寄与度 ０．６５１４ ０．１７５６ ０．０５８３ ０．０９６４ ０．０１８３ １．０
世帯比 ０．１８３６ ０．２１８８ ０．４０４０ ０．０５９２ ０．１３４４ １．０

世帯構造 単 独 夫婦のみ
夫婦と

未婚子のみ
一人親と
未婚子のみ

三世代 全世帯

貧困率 ０．６３８０ ０．２４９０ ０．０６６５ ０．３５６３ ０．０４６８ ０．２２５９
寄与度 ０．５１８６ ０．２４１３ ０．１１９０ ０．０９３３ ０．０２７８ １．０

２００５

世帯構造 単 独 夫婦のみ
夫婦と

未婚子のみ
一人親と
未婚子のみ

三世代 全世帯

FGT（２） ０．１６３３ ０．０２９８ ０．００４７ ０．０６９９ ０．００２６ ０．０５２４
寄与度 ０．７２７８ ０．１５００ ０．０２８９ ０．０８７４ ０．００５８ １．０
世帯比 ０．２３３７ ０．２６３９ ０．３２１４ ０．０６５６ ０．１１５５ １．０

世帯構造 単 独 夫婦のみ
夫婦と

未婚子のみ
一人親と
未婚子のみ

三世代 全世帯

貧困率 ０．６２１１ ０．２２１７ ０．０５４８ ０．４１８４ ０．０３４４ ０．２５２７
寄与度 ０．５７４５ ０．２３１６ ０．０６９７ ０．１０８６ ０．０１５７ １．０

２０１０

世帯構造 単 独 夫婦のみ
夫婦と

未婚子のみ
一人親と
未婚子のみ

三世代 全世帯

FGT（２） ０．１４５８ ０．０２１１ ０．００６７ ０．０５０５ ０．００８２ ０．０４５７
寄与度 ０．７２２９ ０．１２２４ ０．０４９２ ０．０８８７ ０．０１６８ １．０
世帯比 ０．２２６８ ０．２６５０ ０．３３４３ ０．０８０３ ０．０９３６ １．０

世帯構造 単 独 夫婦のみ
夫婦と

未婚子のみ
一人親と
未婚子のみ

三世代 全世帯

貧困率 ０．５５８１ ０．１２７３ ０．０４７３ ０．２５１４ ０．０３３８ ０．１９９５
寄与度 ０．６３４４ ０．１６９２ ０．０７９３ ０．１０１２ ０．０１５９ １．０

（資料）表１－１に同じ。
（注）１．表１－１に同じ。
（注）２．FGT（２）：パラメータ２．０の FGT測度。
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４．６ 世帯業態

『国民生活基礎調査』において全世帯は業態別に常雇用者世帯，短期契約雇

用者世帯，自営業者世帯，「その他の世帯」に分けられている。「その他の世帯」

には最多所得者が全く働いていない世帯（無業者世帯）が含まれる。貧困度を

世帯業態別に分解した結果の表４－６によると，FGTによっても貧困率によっ

てもほぼ同じ結果で，貧困度が高い世帯集団は「その他の世帯」と短期契約雇

用者世帯である。１９９５年から２０１０年において全世帯の貧困度にたいする寄与度

表４－６ FGT測度及び貧困率の世帯業態要因による分解
貧困線＝推定中央値／２

１９９５

世帯業態 常雇用 短期契約 自営業 その他の世帯 全世帯

FGT（２） ０．０１３１ ０．０９９９ ０．０３９８ ０．１３３１ ０．０４２７
寄与度 ０．１９５８ ０．０４５７ ０．１３２２ ０．６２６２ １．０
世帯比 ０．６３７６ ０．０１９６ ０．１４２０ ０．２００９ １．０

世帯業態 常雇用 短期契約 自営業 その他の世帯 全世帯

貧困率 ０．０７５２ ０．４４５９ ０．１９４７ ０．４８７３ ０．１８２２
寄与度 ０．２６３２ ０．０４７８ ０．１５１７ ０．５３７３ １．０

２００５

世帯業態 常雇用 短期契約 自営業 その他の世帯 全世帯

FGT（２） ０．０１３５ ０．０８１８ ０．０３８９ ０．１１８１ ０．０５０４
寄与度 ０．１４００ ０．０８０６ ０．１０８７ ０．６７０７ １．０
世帯比 ０．５２３１ ０．０４９６ ０．１４１０ ０．２８６２ １．０

世帯業態 常雇用 短期契約 自営業 その他の世帯 全世帯

貧困率 ０．０９６８ ０．４２６７ ０．２５２３ ０．４９３８ ０．２４８７
寄与度 ０．２０３５ ０．０８５２ ０．１４３０ ０．５６８３ １．０

２０１０

世帯業態 常雇用 短期契約 自営業 その他の世帯 全世帯

FGT（２） ０．０１６４ ０．０５７８ ０．０３６５ ０．０９８０ ０．０４３８
寄与度 ０．２０２６ ０．０８２２ ０．１００８ ０．６１４４ １．０
世帯比 ０．５４２４ ０．０６２３ ０．１２０９ ０．２７４３ １．０

世帯業態 常雇用 短期契約 自営業 その他の世帯 全世帯

貧困率 ０．０７９０ ０．２５９７ ０．１８６６ ０．４０２０ ０．１９１９
寄与度 ０．２２３４ ０．０８４３ ０．１１７６ ０．５７４７ １．０

（資料）表１－１に同じ。
（注）１．表１－１に同じ。
（注）２．FGT（２）：パラメータ２．０の FGT測度。
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が高いのは，FGTによっても貧困率によっても，「その他の世帯」と常雇用者

世帯である。これは常雇用者世帯の貧困度は低いが，世帯比が一番高いことと

「その他の世帯」の世帯比が二番目に高く，貧困度が一番高いことによる。例

えば，２０１０年における貧困率の寄与度は，「その他の世帯」で５７％，常雇用者

世帯で２２％であり，前者の世帯比は２７％で後者の世帯比は５４％である。

１９９５－０５年間において母集団の FGT測度および貧困率は上昇していて，貧

困率の場合，短期契約雇用者世帯以外のすべての業態別世帯の貧困率の上昇と

「その他の世帯」の世帯比のおおきな上昇とによる。FGT測度の場合も「その

他の世帯」の世帯比のおおきな上昇が一因である。２００５－１０年間における母集

団の FGT測度および貧困率の低下は，ほとんどの世帯業態集団での貧困度の

低下と「その他の世帯」の世帯比のおおきな低下とによる。

１９９５－０５年間における貧困にたいする寄与度の変動は，FGT測度によって

も貧困率によってもほぼ同じで，世帯比と貧困度が上昇した「その他の世帯」

で上昇し，貧困度は上昇したが世帯比が低下した常雇用者世帯で低下している。

２００５－１０年間における貧困にたいする寄与度の変動は，FGT測度の場合と貧

困率の場合とでいくぶん異なる。同じなのは世帯比が上昇した常雇用者世帯の

寄与度の上昇と世帯比が低下した自営業者世帯の寄与度の低下とである。世帯

比に低下があった無業者世帯ともいえる「その他の世帯」の場合，FGT測度

の寄与度は低下しているが22)，貧困率の寄与度はいくぶん上昇している。この

ように貧困度が一番高い無業者世帯が含まれる「その他の世帯」の世帯比の動

向により世帯の貧困度が決まるのが世帯の業態要因でみた近年の世帯構成の特

徴の一つである。

お わ り に

本稿における主な実証結果は次の通りである。

１．我が国の所得分配の相対的不平等度（ジニ係数，変動係数，Theil，Atkin-

22) 常雇用者世帯の寄与度の上昇の影響がおおきい。
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son，一般化エントロピー）は，７０年代中頃から２０００年代末頃まで約３５年間

上昇傾向にある。

２．世帯所得の全体の不平等度を規定する世帯の属性集団間寄与度は，世帯の

有業人員規模要因で一番大きく，これに次ぐ大きさの順序は世帯構造要因，

世帯規模要因，世帯業態要因，世帯主の年齢要因となる。

３．我が国の貧困度の最近の時系列変動に関して，２０００年頃まで上昇傾向にあ

るWatts測度，貧困ギャップ比，FGT測度および修正 Sen測度と２０００５年頃

まで上昇傾向にある Sen測度および貧困率とに実証的に二分される。

次に本稿において主要な課題を扱った第４節の結果を要約する。

本稿で採用された『国民生活基礎調査』（厚生労働省）における「その他の

世帯」に属す世帯の内容は，分類ごとに異なる。

１．世帯の構成を世帯類型別に検討すると，２０００年代を通じて高齢者世帯と母

子世帯の貧困度（FGT測度，貧困率）が「その他の世帯」に比べ非常に高く，

特に２０００年代半ばまでに，この両世帯集団の世帯比が上昇するという形の世

帯構成の変化が起こっているといえる。全世帯の貧困度にたいする寄与度は

高齢者世帯と「その他の世帯」で高い。

２．世帯主年齢が３０歳代から上昇するにつれ貧困度が上昇するが，２９歳以下の

若年者世帯の貧困度は６０歳代の貧困度より高く，さらに２０００年代半ばからは

７０歳代の貧困度より高くなっている。全世帯の貧困度にたいする寄与度が高

いのは，６０歳以上の高齢者世帯と２９歳以下の若年者世帯であり，とくに２０００

年代には５０歳代，６０歳代および７０歳代の世帯比が高くなるという形の世帯構

成の変化が起こっている。

３．世帯規模別に貧困度をみると，世帯規模６人以上の世帯から世帯人数が減

少するにつれて貧困度が上昇し，単身世帯では非常に高い貧困度になる。全

世帯の貧困度にたいする寄与度が高いのは，単身世帯と２人世帯である。

『国民生活基礎調査』（厚生労働省）では，１９９０年代半ば以降２人世帯の世

帯比が一番高く，その次に単身世帯の世帯比が高くなるという形の世帯構成

の変化が起こっている。

４．有業人員規模別に２０００年代半ばの貧困度をみると，有業人員数３人以上の

－２７２－ 貧困及び不平等測度の要因分解と世帯構成の変化



世帯集団から世帯の有業人員数が減少するにつれて貧困度が上昇し，無業者

世帯では非常に高い貧困度になっている。１９９５年および２００５年において，全

世帯の貧困度にたいする寄与度が高いのは，無業者世帯と有業人員数１人の

世帯である。世帯比が一番高い有業人員数１人の世帯の世帯比の若干の低下

と貧困度が一番高い無業者世帯の世帯比の大幅な上昇とが観察される。

５．世帯構造別に貧困度をみると，貧困度が高い世帯集団から単独世帯（単身

世帯），「一人親と未婚子のみ世帯」，「夫婦のみ世帯」となる。１９９５年から

２０１０年において全世帯の貧困度にたいする寄与度が高いのは，単独世帯と

「夫婦のみ世帯」である。一番貧困度が高い単独世帯の寄与度と世帯比の上

昇，二番目に貧困度が高い「一人親と未婚子のみ世帯」の世帯比の上昇，二

番目に寄与度が高い２人世帯としての「夫婦のみ世帯」の世帯比の上昇など

に高齢化社会の進展とそれに伴う世帯構造の変化が窺える。

６．世帯業態別に貧困度をみた場合，貧困度が高い世帯集団は無業者世帯が含

まれる「その他の世帯」と短期契約雇用者世帯である。１９９５年から２０１０年に

おいて全世帯の貧困度にたいする寄与度が高いのは，「その他の世帯」と常

雇用者世帯である。後者の世帯比は一番高く，前者の世帯比は二番目に高い。

貧困度が一番高い無業者世帯が含まれる「その他の世帯」の世帯比と常雇用

者世帯の世帯比の動向により，全世帯の貧困度にたいする寄与度が決まるの

が世帯の業態要因でみた近年の世帯構成の特徴の一つである。

本稿で採用された所得概念は世帯属性の影響や効果を含んだままの世帯の

「総所得」や「可処分所得」であるから，それから計測される特性値自体の値

よりもその時系列的な変動や横断面的な変動の分析に主眼が注がれたが，世帯

属性の影響を除去した「等価所得」による検討は今後の課題としたい。
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